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保育施設における食物アレルギー児に対する食物除去の実態
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 要 旨

 わが国の乳幼児における食物アレルギーの頻度は約10%と される. 一方, 女性の社会進出や核家族化などによっ

て子供が乳幼児期から保育施設に預けられる傾向が強まり, その結果として保育施設で食物除去を行う機会が増

加してきていると考えられる. その実態調査を目的に, 富山県内465保 育施設にアンケー トを依頼した. 有効回答

の得られた325施 設中, 229施 設(70.5%)で342名(総 園児数27668名 中, 1.24%)に 対して食物除去が実施され

ていた. 食物除去は 「保護者からの依頼」と 「保護者を通した医師の口頭指示」によることが多く, 診断書によ

るものは19.9%で あった. 食物除去実施中の除去食物摂取は, 誤食が全体の30.0%の 児で認められ, 3.3%は 保護

者からの指示で投与された. そのうちの10.1%に 全身症状を認めたが, 誤食時の指示を受けていない者が71.3%で

あった. 以上より, 保育施設では食物除去を日常的に行っているが, 誤食も稀ではないことが明らかになった. 

以上より, 食物アレルギーの診断, 食物除去の実施, 誤食時の対処についてのガイ ドラインが必要と考える. 

はじめに

 わが国では, 約10%の 小児が食物アレルギーをもっ

ており, その多くは乳幼児である1). 一方, 女性の社

会進出や核家族化などの家庭構造の変化から, 子供を

乳幼児期から保育施設に預ける傾向が強くなってきて

いる. そのため, 保育施設では食物アレルギー児を預

かる機会が増え, それと共に食物除去を行っている児

の数も増加しているものと思われる. 川上らは既に一

大学病院の診療圏内にある保育施設の調査を行い, 

89%の 施設で食物除去が実施されていることを報告し

ている2). しかし, 食物アレルギー児への対応方法に

はガイ ドラインが未だ存在せず, その対応に地域格差

が存在する可能性も考えられる. そのため, 我々は富

山県内全域の保育施設を対象に, 食物アレルギー児へ

の保育施設での食物除去の実態についてアンケー ト調

査を行い, 食物除去ならびに誤食時の指示などについ

ていくつかの問題点を明らかにしたので報告する. 

対象と方法

 富 山県内の465保 育施設(幼 稚園 ・保育園)に 対 し, 

食物 ア レルギー児への対応 についてのアンケー ト調査

用紙(無 記名方式)を 送付 した. 調査期間は平成13年

8, 月～9. 月の2か 月で, 325施 設 よ り有効回答を得た(有

効回答率69.9%). ア ンケー トには, 園 自体の食物除去

に対する取 り組みを問 う質問 と, 食 物除去を行ってい

る児 についての個別的な質問(ケ ースレポー ト)の2

種類が含まれていた. 統 計学的解析 にはλ2検定を用い, 

D<0.05を 有 意 とした. 

結 果

(1)食 物 除去の実際

 有 効回答が得 られた325施 設 中229施 設(70.5%)で

食物ア レルギー児 に対 して食物除去 を行 ってお り, そ

の数は342名(総 園児数27668名 中, 1.24%)で あ った. 

保 育施設 を公 立と私立で比較すると, 私立の方が有意
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に食 物除 去 を して い る率が 高か った が(63.5%vs

87.5%, P<0.001), 食 物 除去 を行 っている園児数の割

合には両群間で有意差がなかった(1.37%vs 1.18%). 

食物 除去を行っている児の年齢分布 をみる と, 0歳 児

と1歳 児 が多く, 2歳 児 以下の乳幼児が除去を行ってい

る児全体の42. 1%を 占 めていた(図1). 食物 除去 を実

施 してい る食物 は鶏卵が最 も多 く(77.6%), 牛 乳, ソ

バ, 甲殻類の順 となってお り, 1種 類の食物除去は

58.7%, 2種類以上の食物除去は41.3%で あった(図2). 

また, 除去食物の数と除去方法の関係を見ると, 3種

類以上の食物除去を必要とする場合にはアレルギー食

を個別調理する割合が大きく, 2種類以下であれば単

に除去することが多かった(図3). 

図1 保育施設で食物除去を行っている児のクラス構成

クラス

図2 保育施設で除去を行っている食物

除去食物

□2種 類以上

□1種 類
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(2)食 物除去の指示者と実施理由

 保育施設が食物除去を実施する際に誰からの指示に

よるかを聞いた ところ, 保護者の考えによる依頼

(18.6%)や保護者を通した医師の口頭指示(59.4%)が

多く, 医師からの診断書を提出した者は19.9%に すぎ

なかった(図4-A). 一方, 食物除去を実施する理由に

関しては, 病歴(特 に即時型反応)が 大きな比重を占

めていたが, 検査値を参考にする割合が医師の診断書

で高率に認められた(図4-B). 

(3)食 物除去実施中の除去食物摂取

 保育現場で注意しているにもかかわらず, 30.0%の

児が原因食物とされるものを誤食し, そのうち42.5%

においてその後の症状発現を認めた. その理由として

図3 除去食物の数と除去方法

食物除去の方法

□1～2種 類 囲3種 類以上

図4 食物除去の指示者と実施理由

A

食物除去の指示者

□保護者の依頼

■医師の指示 (口頭)

■医師の指示 (診断書)

■その他

B

食物除去の理由

■即時型反応 □遅延型反応 ■検査値 ■家族歴など



保育施設での食物アレルギー児に対する食物除去 103

は,「他の子供の分を勝手に食べた」や 「除去食物の

混入に気付かず食べた」が大部分を占めていた. また, 

「保護者の許可あるいは依頼」で食物除去中に原因食

物を投与した例が全体の3.3%あ り, その場合に症状の

発現頻度が高くなっていた(図5). 実際の症状では皮

膚症状が, 時間的なものでは1時 間以内が最も多く, 

10.1%で 全身症状を呈していた(図6). 食物除去を実

施する理由と誤食時の症状発現の関係をみると, 過去

に症状があって除去 している群では, 検査結果からの

み除去 している群に比 して誤食する頻度は変わらな

かったが(35.6%vs 36.6%), 誤食後の症状発現頻度

は有意に高かった(55.4%vs 32.4%, p<0.05). また, 

誤食時の対応については, 71.3%の 児において医師あ

るいは保護者からの指示がなく, 一方, 施設側では半

数以上が 「様子観察」をし,「外用薬をつける ・内服

薬を飲ませる」,「病院に連れて行く」などの具体的な

対応は10.1%で あった(図7). 

 考 案

 富山県の保育施設における食物アレルギー児に対す

る食物除去の実態をアンケー ト調査 した結果, 多くの

保育施設で食物除去が実施されており, その指示の大

部分は保護者あるいは保護者を通した医師の口頭指示

によるものであった. また, 誤食は除去を行っている

児の約1/3で 経験されていたが, 誤食時の対処法に関

する指示を受けていない者が多いことが明らかになっ

た. 

 我が国における食物アレルギーを持つ小児の頻度は

約10%で あり, 重篤な症状を呈する例は圧倒的に低年

齢児に多い1). 一方, 社会構造の変化から女性の社会

への進出が活発化し, 子供は乳幼児期から保育施設に

預けられることが多くなり, 保育の現場では食物アレ

ルギー児への対応が重要な問題のひとつとなってきて

いる. 今回, 我々は富山県全体の保育施設を対象とし

て食物アレルギー児への対応について調査したが, 過

去には県単位での調査はなく, 今後地域差などを検討

する際にも有用であると考える. まず, 富山県内の

70.5%の 保育施設で食物アレルギー児に対して食物除

去を実施していることが明らかになった. 川上らが

行った一大学の診療圏内での調査では, 107施 設中

89%の 施設で食物除去を実施 していたと報告されて

図5 食物除去実施中の除去食物摂取と症状発現

保育施設で除去食物を摂取した理由

□症状なし

■園で症状発現
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お り2), 我々の結果と考え合わせると, 全国的にも多

くの保育施設で食物除去が実施されているものと思わ

れる. 食物除去を行っている児の年齢は, 川上らの報

告と同様に低年齢児が多く, 我々の調査では2歳 児以

下が全体の42.1%を 占めていた. 除去されている食物

は卵と牛乳が大部分を占めていたが, 2種 類以上の食

物除去を行っている児の割合も多く, 食物除去による

栄養面での影響が懸念される. その他上位を占める食

物には, エビやカニなどの甲殻類とソバが含まれてい

るが, 即時型反応で3番 目に頻度が高いとされる小麦

は今回の調査では低率であった(6.2%). これは, 小

麦が比較的早期から耐性となること3)に起因している

可能性も考えられる. また, 今回の調査では, 除去す

る食物は卵 ・牛乳の順で多く, 重篤な食物アレルギー

の全国調査での頻度と同様であったが, 市場の行った

小学校給食についての調査では, その頻度は牛乳 ・卵

の順となっていた4). また, アメリカのpreschoolでは

牛乳が, schoolではピーナッツが一番多いと報告され

ており5), このような国による差が認められることは

興味深い. 保育施設での実際の対応方法に関しては, 

除去食物の種類が増えると個別調理する率が高くなり, 

2種類以下であると単に除去する傾向が多くなってい

た. 川上らの報告では, 1施設に食物アレルギー児が

多い方が特別食を作っている傾向にあったとされるが
2), 我々の結果同様, 食物アレルギーに対応できる保

育施設であるために除去食物の種類が増えたのか, あ

るいはそのような施設だから食物アレルギー児が集中

したのかについてはこれらの調査では明らかでない. 

 保育施設が食物除去を実施する時に, 誰からのどの

ような根拠に基づく指示に従っているのかを調べると, 

医師の指示の割合が最も大きかったが, その多くは医

師の口頭指示を保護者が施設側に伝えるだけであり, 

実際には本当に医師の指示によるものか, またその指

示の正確度がどの程度なのかについては不明である. 

また, 医師からの指示には検査値を参考にしている比

率が高かったが, 食物特異的IgE抗 体と経口誘発試験

の結果に差があることから3), 検査値のみから食物除

去を行 うことの是非も問題であろう. 今回の検討では, 

図6 食物除去実施中の除去食物摂取の症状と発現までの時間

保育施設で除去食物の摂取により発現した症状
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対象となった食物アレルギーの主体が即時型(蓉 麻疹

型)か 遅延型(湿 疹型)反 応なのかを明らかにするこ

とができなかったため, 反応型による診断根拠や対応

方法の差異については明らかでない. 

 食物除去を実施中に誤って原因食物を摂ってしまう

危険性は常に伴 うものであり, 今回の調査では約1/

3の 児が誤食を経験しており, そのうち約半数におい

てその後症状が出現 していた. 川上らの報告では

42.2%の 施設で園児の誤食を経験しており2), 我々と同

程度の結果であり, 誤食は決して稀なことではないと

思われる. 外国では幼稚園を対象とした調査は少ない

が, 学校に通っている子供たちを対象とした調査では, 

厳重な食物除去にもかかわらず学校内でアレルギー症

状を示 した頻度が食物アレルギー児の18%と 報告さ

図7 食物除去の理由による差

A: 過去に除去食物を摂取 した時の症状

B: 誤食時の指示

C: 誤食時の対処

A

■園で何らかの症状 □症状なし □食べた事はない □無回答

B

■ 文書で指示 ■ 親から □ 医師の指示ない ■その他 □無回答

C

■内服・外用 ■ 病院 ■保護者の指示 □ 観察 ■ その他 □事例なし □無回答
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れてお り5), わが国の方が高率であるかもしれない. 

本調査で特徴的と思われたものに, 保育施設で除去食

物を保護者の許可や依頼によって投与した結果, 症状

が発現したという例を認めたことである. これが医師

の指示によるものかどうか不明であるが, 保育の場で

負荷試験を行 うことは非常に危険であり, 今後注意を

喚起する必要があると思われる. 食物除去を実施する

理由に過去のエピソー ドが含まれている場合と含まれ

ていない場合では, 誤食が起こった頻度は同様であっ

たが, その際の症状発現頻度は過去にエ ピソー ドが

あった例のほうが多く, 過去のエピソー ドの重要性が

窺える. また, 誤食時の指示を受けていない者が多く

認められたが, 誤食例の約1割 に全身症状が発現して

いることから, 医師からの文書による誤食時の指示が

必要と思われる. 欧米における学校での食物アレル

ギー児への対応については, いくつかの報告がある5-7). 

そのなかで示されている対応方法として, 他の生徒や

職員に食物アレルギーについて理解してもらうこと, 

食物除去の方法や症状発現時の対応方法を明確なプロ

トコールとすることなどがあるが, 特に症状出現時の. 

対応を学校職員の誰が行 うのか, その職員がいない時

のバックアップ体制は整っているのか, エピネフリン

を学校内のどこに置くのかなど, 細かい点も明らかに

することが推奨されている. わが国ではようやくエピ

ネフリンの自己注射器が市販されることになったが, 

その適応から食物アレルギーがはずされてしまい, 重

篤なアレルギー反応への対応法については欧米に大き

く遅れをとっている感があり8), 今後の早急な対応が

待たれる. 

 このような厳 しい状況の中に置かれている保育士の

意見もアンケー トに記載してもらったところ,「いろい

ろな点で気を遣 う」,「手間がかかって大変」,「保護者

からの要求が多くて対応が大変」,「調理員の負担が大

きい」などの意見があり(結 果, 未提示), 実際の現

場ではかなりのストレスであろうと想像される. また, 

「食物除去する根拠が不明」であるとの意見もあった. 

確かに誤食によっても症状が出ないものが約半数おり, 

また食物除去についての多くの指示は保護者を通して

聞くことなどからも, 保育士が食物除去の根拠に疑問

を持つことも当然と思われる. 食物アレルギー児への

集団給食の取 り組みについての指針も報告されている

が9), 川上らの報告でも保育士から同様な指摘が出て

いることが示されており2), 今後食物アレルギーの診

断方法, 食物除去の実施方法, 誤食時の対応方法など

についてのガイ ドラインが作成されることが早急な課

題と思われる10). 

 なお, 本研究結果の要旨は, 第14回 日本アレルギー

学会春季臨床大会(平 成14年3月21-23日)な らびに

第3回 日本食物アレルギー研究会(平 成15年2月3日)

で発表した. 
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FOOD ELIMINATION FOR YOUNGER CHILDREN WITH FOOD ALLEGY 

 AT KINDERGARTENS IN TOYAMA PRFECTURE. 

Yoko Adachil), Motokazu Nakabayashil), Tatsuya Fuchizawal), Miki Hamamichil), Yoshie Okabel) 

 Toshiko Itazawal), Yuichi Adachil), Gyokei Murakami2), Toshio Miyawakil) 

 Department of Pediatrics, Toyama Medical and Pharmaceutical Universityl) 

 Department of Pediatrics, Toyama Red-Cross Hosptal2)

 In Japan, approximately 10% of children have food allergy, and most of them are younger ones who might go to 

kindergartens. To evaluate how allergenic foods are avoided in kindergartens, we mailed a questionnaire to all 465 

kindergartens in Toyama Prefecture. Complete data were available in 352 kindergartens. Food elimination has been 

undertaken in 70.5% kindergartens for 1.24% of the children. Most of the orders were obtained from their parents, 

and only 19.9% orders were from written protocols by physicians. Accidental allergenic food intake had occurred in 

33.3% of the children, and 10.1% of them developed systemic symptoms. Food elimination for children with food 

allergy is undertaken routinely in kindergartens without a written protocol for food avoidance and treatment. There 

appears to be a need for a guideline of elimination diet in kindergartens. 


